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during the interwar period in northern France, using new individual

data on the mining company’s employees in the Archives nationales du
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はじめに
本稿の目的は、戦間期フランス炭鉱業を事例に外国人労働者が産業へもたら

すインパクトを検証すべく、労働者の個票データを分析し、当時のポーランド
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人労働者の実態把握の端緒とすることである。これにより先行研究が明らかに

したポーランド人労働者の実態との同異について考察を試みる。

戦間期のフランスでは国家と企業が協力して外国人労働者を斡旋した1)。当

該期に最も増加した外国人がポーランド人であった。

当時、炭鉱業は基幹エネルギー産業であり、フランス北部地域に含まれる

ノール県とパ・ド・カレ県にまたがってフランス最大の炭田が存在した。ここ

北部炭鉱では 3分の 1以上の労働者が外国人であり、その 8割以上がポーラ

ンド人であった（表 1）。戦間期に整えられた移民斡旋制度により、最も増加

したのがポーランド人であり、炭鉱業への就労が最も多かった2)。

フランスは出生率の低下、8時間労働法の制定に加え、第一次大戦によって

労働力不足が深刻であった3)。特に、炭鉱業と農業は労働集約的産業であるに

もかかわらず、離職者が増加し、新規労働者の斡旋が急務であった4)。石炭は

当時「諸産業のパン」といわれ、エネルギー源や化学工業の原料として、重要

な地位を占めた。この石炭を産出するためには、単純労働の未熟練労働者だけ

でなく、炭層での作業に慣れた熟練労働者が不可欠である。そこで、フランス

は、ドイツの炭鉱地帯であるウェストファリアやポーランドのシレジアにある

炭鉱で就労経験のあるポーランド人炭鉱労働者を求めた。一方、送出国のポー

ランドは 1918年に再興を果たした後も、経済は安定せず、移民のプッシュ要

因は常に存在していた。

第一次大戦の戦後復興期から 1920年代にかけてフランス経済は概ね好景気

であったことから、多くのポーランド人労働者が入国し、炭鉱業、農業、工業

での労働に従事した。世界大恐慌の影響を受ける 1930年代には、大量解雇さ

れ、強制送還されたポーランド人が存在したことが指摘される。その一方、炭

鉱ではポーランド人の実数は減少したものの、その割合は 3割程度を維持した

ことから、フランスの炭鉱ではポーランド人労働者が一定の役割を果たしてい

1) 定藤博子［2016］3-26 頁。
2) 藤本剛［1981］107-124 頁。
3) 渡辺和行［2007］116-121 頁。
4) Ponty, Janine［1998］pp.35-36.
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表 1 　ノール＝パ・ド・カレ炭鉱の労働者数とその内訳（1921-1940）と
産出量（1921-1937）

出典：Alain Girard et Jean Stoetzel (1953), Français et immigrés. L’attitude française.

L’adaptation des Italiens et des Polonais, INED, Cahier no.19, Paris, PUF, p.446.

RdI, N, PdC, 1921-1938 より筆者作成。

たことが認識されている5)（表 1参照）。

先行研究では政策、斡旋過程、フランスでの生活、帰国について、すでに明

らかにされてきた。特に外国人労働者に関わる法制度、政策史については、中

村（渡辺）（2014）によって、その成立過程や施行後の労働市場への影響が研

5) 渡辺和行［2007］131-133 頁。
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究された。この研究では、両大戦間期のフランス移民制度は官民共同の取り組

みだったこと、またその問題点が第二次大戦直前に議論され、それが戦後の移

民政策の方向性を定めたと指摘する6)。

ポーランド人移民史については、ポンティがその先駆者であり大家である。

1988年に出版された『知られざるポーランド人』7) では、戦間期を中心とし

た第二次大戦前までの移民制度の成立と展開、炭鉱だけでなく農業や繊維業に

就労したポーランド人の労働や生活状況を政府の資料やポーランド人の日記な

どから明らかにした。多くの実例と国勢調査などの統計データを使用すること

で、戦間期北部炭鉱におけるポーランド人の生活を再現した。しかし、史料的

制約からポーランド人労働者の出身地や職級の割合や平均給与などはわからな

いままである。

1995年以降、ポンティは資料集という形で、特に生活史に焦点を当て、炭鉱

住宅での暮らしぶりを描き出した8)。国立移民史博物館9)でフランスのポーラ

ンド人移民についての特別展が開かれた際の資料集もポンティが監修した10)。

両大戦間期の炭鉱史研究の蓄積は少ないが、モンタン（2006）では、戦間期

にフランス炭鉱会社が結んだカルテルは価格調整の機能を果たしていたことが

確認された11)。また、炭鉱を取り巻く組織や政策については、ジレ（1973）が

挙げられるが、19世紀を対象にしており、20世紀の把握には至っていない12)。

これらの先行研究によって、政策及びポーランド人移民のフランスでの生活

6) 渡辺千尋［2014］「フランスにおける移民政策の形成過程─ 1918-1939 年─」博士論文。
7) Ponty, Janine［1988］Polonais méconnus. Histoire des travailleurs immigrés en

France dans l’entre-deux-guerres, Publications de la Sorbonne. 2005 年に再版。
8) Ponty, Jenine［1995］Les Polonais du Nord ou la mémoire des corons, Paris, éd.

Autrement.

9) 発刊当時は Cité nationale de l’histoire de l’immigration(略称 CNHI）であるが、現在は
Musée de l’histoire de l’immigration である。

10) Polonia. Des Polonais en France, de 1830 à nos jours (catalogue de l’exposition

à la CNHI), (Paris : éditions Montag), 2011.

11) Montant, Gil［2006］, Les stratégies des compagnies minières du Nord-Pas-de-

Calais dans l’entre-deux-guerres, (Arras : Artois presses université).

12) Gillet, Marcel［1973］, Les charbonnages du Nord de la France au XIXe siècle,

Paris : Mouton.
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実態や多様性が明らかにされた。ポーランド人なくしてフランス炭鉱業が立ち

行かなかった事実は、フランス移民史の第一人者ノワリエルの「移民もフラン

ス国民を構成する要素の一つである」という主張を裏付けるものである13)。

しかしながら、フランス人とポーランド人の待遇の格差や機械化の進展と労

働者数の変化との因果関係は、先行研究で明確に示されてはいない。政策的視

点、社会学からの接近が多く、産業もしくは企業への外国人による労働供給と

いう視点が欠けているのである。また日記やアンケート等、主観の入る余地の

多い資料を使用しているが、数量的な客観性のあるデータを用いた実証研究は

乏しい。

このような先行研究でも残された課題を解決するためには、炭鉱労働者の給

与や労働条件を明らかにすることが不可欠である。そこで本稿では、炭鉱労働

者の個票データを標本調査することにより、ポーランド人労働者の実態解明を

進める。

本稿で使用する個票データは労働界文書館（Archives Nationales du Monde

du Travail、以下 ANMT）所収であり、先行研究で使用されていない一次資料

である。この個票データは国籍を問わず、年金支給のために作成された。経年

劣化や資料の散逸により、すべての個票に同じ情報が残されているわけではな

いが、氏名、出生日、出生地、家族構成、職種、労働日数、年給など 15項目に

わたる情報が掲載されている。ただし、この個票は 1899年以前に出生した労

働者の個票しか公開されていない。また、第二次大戦後にドゥーエ・グループ

（Groupe de Douai）に編成された炭鉱会社、すなわち、アニシュ（Aniche）、

エスカルペル（Escarpelle），フリン・レ・ラシュ（Flines-lez-Raches）そして

アザンクール（Azincourt）のデータのみである。

次に、エンジニア・レポートを使用する。ノール県の方は「ノール県における

鉱山業の状況についての鉱山技師長による報告書」（Rapport de l’ingenieur en

chef des mines sur la situation de l’industrie minérale dans le départment

du Nord）（以下、RdI N）である。パ・ド・カレ県の方は「パ・ド・カレ県における

13) Noiriel, Gérard［1988］Le creuset français : histoire de l’immigration, XIXe-XXe

siècles (Paris : Seuil).
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鉱山業の状況についての鉱山技師長による報告書」（Rapport de l’ingenieur en

chef des mines sur la situation de l’industrie minérale dans le départment

du Pas de Calais）（以下、RdI PdC）である。共に炭鉱労働者歴史センター

（Centre histovique mineur, 以下、CHM）に所蔵され、これまでもフランス

炭鉱史研究では用いられてきた。このレポートは国から各県へ派遣されたエン

ジニアが作成したものである14)。

本稿では個票データとエンジニア・レポートの数量化により、フランス北部

炭鉱におけるポーランド人労働者の実態解明を進める。

以下、第 1節ではこれまで明らかにされたポーランド人移民の労働と生活

実態を紹介したい。これが個票データ分析で検証すべき通説となる。第 2節で

は個票データ分析を行う。ある一人のポーランド人労働者への注目から、彼を

含むポーランド人労働者全体、そして、北部炭鉱を照射することを試みた。具

体的には、個票データの標本調査と、ある 1人のポーランド人の個票データの

観察を通じて従来の説明との相違点を検証する。最後に、これらの考察の結語

を述べたい。

1 フランス北部炭鉱業の概観とポーランド人労働者の生活
ノール県とパ・ド・カレ県にまたがって存在した北部炭鉱は、フランス全体

の約 3分の 2の石炭を産出し15)、フランス最大の炭田地方であった。北部炭

鉱としてまとめられることもあるが、両県の炭鉱会社の規模と産出量は表 2の

通りである。パ・ド・カレ県の炭鉱の方が規模は大きく、産出量では北部炭鉱

全体の 3分の 2を占めた。一方、ノール県の炭鉱の方が一人当たり産出量は

高い。次説で考察するポーランド人 Cはノール県の中のアニシュ炭鉱で働い

た。このアニシュ炭鉱の特徴は一人当たり生産性が高いことである。1931年

時点で年間の産出量を労働者数で割った一人当たり産出量は 248.5トンであっ

た。これは、北部炭鉱の中で最も高い生産性であった。ちなみに、炭鉱の労働

14) 詳しくは、以下を参照。定藤博子［2019］立教経済学研究第 72 巻第 4 号,219-234 頁。
15) 例えば 1930 年にフランスの年間産出量は約 5,506 万トン（Annuaire statistique vol. 57,

1946, p.102）であったが、そのうち約 3,500 万トンをノール県とパ・ド・カレ県で算出した。
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者数は日々変化するが、それを年間で平均した人数が、年平均登録労働者数で

ある。採炭量を見ると、ノール県のアンザン炭鉱とアニシュ炭鉱の採炭量が極

めて高い。ここで注意すべきは 1933年にパ・ド・カレ県からノール県にオス

トリクール炭鉱（Ostricourt）が編入されたことである。この影響については

次節で考察する。

先行研究では戦間期に坑内で機械の導入が進んだことが指摘された。坑内

表 2 　北部炭鉱の炭鉱会社

出典：RdI, N、PdC, 1931 より筆者作成。
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における機械の導入は主に採炭と運搬に分かれる。採炭現場ではピック・ハン

マーや穿孔機の使用、発破採炭や長壁法採炭を開始した。アニシュ炭鉱はピッ

ク・ハンマーの使用率が 1929年に 96.5%であったが 1936年には 100%に上昇

した。ノール県全体のピック・ハンマーの使用率は 1929年に 82.61%であっ

たことから、アニシュ炭鉱では比較的早くゆきわたったといえる。輸送につい

ては、馬による炭車の運搬が減り、機関車が登場した。ノール県における輸送

方法の変化は表 3の通りである。パ・ド・カレ県では、馬に替わる機械として

1934年にコンベアが導入され、150台が稼働した。具体的にはこのように採

炭の効率化が進められた16)。結果として、アニシュ炭鉱は 1930年に産出量が

3,419,534トン、労働者数 13,626人であったが、1935年には 3,260,353トン、

11,111人へと減少した。そして、一人当たり採炭量は 251トンから 293トン

へ増加した。

出身国と労働者の特徴を見ると、ノール県のポーランド人労働者は表 4に

あるように、約 9割が坑内労働者であった。フランス人やベルギー人らを含め

た全労働者の中で坑内労働者の割合は 7割である。ポーランド人が熟練の求め

られる坑内での労働に従事していたことがわかる。

そもそもフランスの炭鉱がポーランド人労働者を雇用した理由の第一はポー

ランド人に対し、『有能、安定、家族愛にあふれる』というイメージを持って

いたからであった。このイメージは 1914年以前にドイツ炭鉱での就労経験の

あるポーランド人炭鉱労働者の雇用経験から生まれた。第二に、ポーランドの

過剰人口やシレジア炭鉱の労働者はフランスでの単純労働者と熟練炭鉱労働者

になると予測された。第三は外交である。フランスの政治家や知識人たちは

ポーランドに対し親近感を持っていたため関係強化を選んだ。また同時にドイ

ツへの外交的圧力を高めるため、ポーランドを含めた東欧諸国との条約を締結

した17)。移民に関しては、1919年 9月 3日に調印された出移民・入移民に関

するフランス・ポーランド間協定と、1920年 10月 14日に調印された社会的

16) エンジニア・レポートには毎年の掘進状況も記録されているため、今後は機械の導入と併せて考
察を行いたい。

17) 大井隆［2008］p.198-202, Ponty, Janine［1988］p.38.
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表 3 　ノールにおける輸送方法の変化

出典：RdI, N, 1930,1936 より筆者作成。　　

表 4 　ノールにおける炭鉱労働者の内訳（人）

出典：RdI, N, 1929-1938 より筆者作成。
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援助と保険に関する協定が結ばれた。これを機に、フランスでのポーランド人

人口は 1921年に約 4万 6,000人であったが、1931年には 50万人以上に増加

した。これはイタリア人の 80万人に次ぐ規模であり、伝統的に多かったスペ

イン人より 15万人ほど多かった。

炭鉱に来たポーランド人には 2つのタイプがあった。一つはポーランド出

身のポーランド人、もう一つはドイツ出身だがポーランド国籍を持ったポーラ

ンド人である。ポーランド出身のポーランド人は鉱山での就労は初めての者が

多く、単身労働者として妻子をポーランドに残してくる者も少なくなかった。

一方、ドイツ出身者はドイツの炭鉱で就労経験があり、前者より金銭的にも豊

かであった。ドイツから家具を伴って、家族と共に引っ越したが、そのための

費用は 660フランまで支払われた。これにより移動費は高いものではなかった

という。子どもたちもドイツの小学校で教育を受けていたため、読み書き計算

能力があった。彼らはドイツのウェストファリアで就労していたとのイメージ

からウェストファリアンと呼ばれた。パ・ド・カレ県の炭鉱に就職したポーラ

ンド人家族の場合は、父親もしくは息子が炭鉱で働いた。女性は家にいるか、

ポーランド人が経営する食料品店や売店で働いた。選炭作業には高齢もしくは

年少の男性労働者が就くことが多かったからである。一方、ノール県には炭鉱

業だけでなく、繊維業や製鉄業、ガラス工場もあった。そのため女性が繊維業

で就労するケースも多かった18)。

炭鉱ではフランス人もポーランド人も 2週間に一度、同じ基準（base）で

算出された給与を受け取った。ノール県では 1922年に炭鉱会社が 1件当たり

24,000フランを出して、3，4部屋の戸建て住宅を建設した。炭鉱会社はこれを

月々 20～25フランで労働者に貸し出した。最低日給は 15.95フランである19)

ため、家賃は安かったといえよう。ただし、労働者全員分の住宅を供給できた

わけではなく、20年代は常に炭鉱住宅を建設していたといってよい20)。

炭鉱内部では、ウェストファリアンはフランスより近代化された炭鉱での

18) Ponty, Janine［1988］pp.113-126. Gogolewski, Edmond［1981］pp.652-655.

19) Ponty, Janine［1988］pp.137-140.

20) RdI N 1920-1930.
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労働経験があったことから、フランス人より作業の合理化に反対する人は少な
かった。1928年、熟練ポーランド人炭鉱夫は 1日に 23～26フラン稼いでいた
のに対し、フランス人の場合は 1日平均 40フランであった21)。後者の給与に
ついては、ポンティがウェストファリアンはしばしばフランス人より多く稼い
だことを指摘する。フランス人の先山 1人にポーランド人の後山 2人で構成
された班22) の場合、職級を理由に後山 2人の給与は低い。だが、すべてポー
ランド人で構成された班でフランス人より多く採炭した場合、ポーランド人の
先山は、その分フランス人より高い給与を受け取った23)。
概ね好景気であり、採炭量も増加し続けた 1920年代に在仏ポーランド人口

も増加したが、世界大恐慌の影響により 1931年以降フランスでも不況が深刻
化し、失業者が増加したため、フランス政府は外国人労働者より自国民の雇用
を産業界に求めた。これに対し、1920年代すでに外国人労働者が 3割を超して
いた炭鉱業界は、景気回復した時に必要となる労働者の確保を念頭に入れた人
員整理を行った。1931年から 1933年まではできる限り解雇ではなく、労働日
数の削減によって、採炭量の調整を行った。これに対し、政府は外国人がフラ
ンスでの就労に必要な身分証の交付や更新を滞らせるといった手段を講じた。
ポーランド人の帰国列車は 1931年から用意された。解雇される労働者には 2

週間分の給与と共に帰国列車の切符が渡された。1933年までは送還も緩やか
であったが、1934年以降加速した。当初は老齢で働けなくなった労働者を解
雇したが、徐々に若い労働者も仕事上の不正や政治的態度などを理由に解雇を
進めた。1933年以降は不景気を理由にした解雇が増加した。そして、1934年
からの 2年間は、将来の炭鉱労働者として期待された子どもやフランス国籍を
取得した子どものいるポーランド人労働者までも送り返した。これによって、
ノール県のポーランド人は 22%、パ・ド・カレ県では 23%が帰国した。この
間に、炭鉱内では削岩機の使用が一般化し、長壁法採炭24) が始まった25)。つ
21) Cross, S Gary［1983］pp.85-86.

22) 先山とは石炭の採掘に当たる労働者であり、後山は石炭の運搬を行う労働者である。
23) Ponty,Janine［1988］pp.133-137.

24) 原語：l’extension des longues tailles 　日本では通常 100m 規模の切羽（掘削面）で掘削す
る採炭法を指す。ただし、フランスでは平均 33m であった。Escudier, Jean-Louis［2013］
pp.52-53, pp.182-184.

25) Ponty, Janine［1988］pp.287-317.
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まり、採炭の効率化と人員削減が同時に進行したのだ。

このようにフランス人を含め、戦間期ポーランド人労働者の実態や大恐慌期

における解雇と送還の様相はポンティ（1988）によって、日記や行政に保管

された文章から明らかにされた。ポンティの研究によりポーランド人全体の事

情や給与の違いは明らかになったが、どれくらいの人が、どのような仕事に就

き、どれほどの給与を得ていたのかは未だ不明である。以下、本稿では 1994

年以降に整理された個票データを使用し、その検証を行う。

2 個票データ分析
個票データ分析であるが、統計的手法に基づいた数量分析には至っていない

ことをまず明記しなければならない。公開されているドゥーエ・グループの個

票データは 53,688件であるが、そのうち 640件の無作為抽出を行った。制限

された渡仏回数、滞在期間、資料の取出し過程における諸手違いが予期される

中で、より多くの標本を採集するため、2017年までに 390件、2018年に 250

件を収集した。

これにより、まず本個票データの資料としての特徴が明らかとなった。1899

年以前に出生した労働者の個票データであることは前述のとおりであるが、1920

年時点ですでに就労していない労働者の個票データが多い。また、当時の定年

は 55歳であり、自然退職による就労者数の減少、すなわち標本数の減少が生

じる。そのため、640件のサンプルのうち、戦間期に給与データが採取できた

サンプル数はグラフ通りである（図 1参照）。最も多い 1926年に 175件ある

が、最も少ない 1919年には 51件のみである。

今後はこのような制約を考慮に入れた統計分析を試みる予定であるが、これ

については別稿としたい。以下では、第一に、一人のポーランド人労働者の個

票データを具体的に考察する。これにより、個票データの情報を明らかにした

い。第二に、収集したサンプルからドゥーエ・グループの炭鉱業におけるポー

ランド人労働者全体の傾向を考察する。
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図 1 　個票数の増減（1919-1938）

1919 1920 1921 1922 1923 1924 1925 1926 1927 1928 1929 1930 1931 1932 1933 1934 1935 1936 1937 1938

1 5 22 41 37 34 31 28 26 19 16 13 11 6 7 6 6 5 5 5

0 0 7 26 33 39 45 50 46 39 39 40 36 33 31 31 30 31 27 28
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出典：ANMT 1994 008 00002-53688 より筆者作成。

(1) あるポーランド人労働者の個票データ
個票データは、大きく分けると、個人情報と年ごとの給与一覧表から成る。

【個人情報】

・労働者本人について：氏名、出生日、出生地、両親の氏名

・婚姻について　　　：妻の氏名、婚姻日、婚姻地、

　　　　　　　　　　　妻の出生日、出生地、妻の両親の氏名

・フランスでの居住地

・職種、坑口名（炭鉱会社名）、就労開始日、就労終了日

（記録者によっては、子供の名前と誕生日が明記されており、家族構成も判明

する。）

【給与一覧表】

・出勤日数、欠勤日数（怪我での欠勤日数、病気での欠勤日数）

・支払われた給与

・保険のための支払い

（掛捨：本人負担分、会社負担分、救済基金負担分　積立：給与から天引き)

・特別坑内への支払い
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なお、本稿では基本給と考えられる「支払われた給与」を分析対象とした。

本稿で分析対象としたポーランド人 Cは残された状態が良く、家族の記録

があることから任意で選択した。氏名についてはプライバシーへの配慮から本

稿では明記しない（略年表参照）。

彼は 1893年 9月 1日ポーランドのウッジ（ÃLódź）県ヴィエルニ（Wieluń）

市クズニツァ（Kuznica）で出生した。両親の名前の記載がある。その後、1913

年 1月 28日、19歳の時にウッジ県ウッジ市カリシュ（Kalisz）にて Fと結婚

する。1913年 10月 26日、20歳の時に、同じくウッジ県 RacÃlawice(ラツワ

ビツェ）にて長女が誕生する。1915年 5月 13日 21歳の時には二女、1916年

9月 11日には三女が誕生した。1922年 1月 25日、28歳の時に長男が同じく

ウッジ県のクベリ（Kubery）市で誕生し、この年にフランスに移動した。

1922年 8月 23日からアニシュ炭鉱のドゥシー（Dechy）坑で運搬夫とし

て就労を開始するが、1ヶ月もたたないうちに同じアニシュ炭鉱のボンネル

（Bonnel）坑で、採炭ではなく、主要坑道の掘進作業にあたる労働者として働き

だす。日本でいうところの掘進夫もしくは仕繰夫である。ちなみに炭鉱は 12

歳から少年坑夫（galibot）として働きだす場合もあるが、彼は 29歳で炭鉱に

就職し、その際運搬夫という未熟練労働が割り当てられた。日給も年齢も比較

的高いが、ポーランドで鉱山業に就いていたかは不明である。ウッジ市は 19

世紀から繊維工業が栄えた都市ではあり26)、鉱山業があったわけでない。Cは

フランスでは順調に昇進し、1929年には年給で最高額の 12,000フランの記録

があることから、この年には熟練炭鉱労働者であったことがわかる。

1930年も同じく最高額であるが、大恐慌の影響が彼の給与に鮮明に表れる

のが 1932年から 1936年である。特に 1932年はケガや病気での欠勤がないに

もかかわらず、出勤日数が 266日であった。出勤日の減少は年給の減少に直

結した。彼のような熟練炭鉱労働者の年給が減少する一方、フランス人労働者

が受け取った最高額は 13,000フランである。この違いから見ると、ポーラン

ド人労働者が部分失業のしわ寄せを受けたと言える。

26) 藤井和夫［2009］735-757 頁。
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恐慌と機械化の進展が同時に進んだという指摘については、1936年から 1938

年の出勤日数の減少と年給の上昇にその兆候を読み取ることができる。しか

し、この点については、人民戦線内閣による政策の影響も考慮に入れる必要が

あるため、本稿では言及を控える。

(2) ドゥーエ・グループ所属企業のポーランド人労働者
さて、ドゥーエ・グループの傾向であるが、ポーランド人の労働者数の大ま

かな増減傾向は北部炭鉱と一致する。

以下ではまず戦間期を通した、給与について考察を行う。当時、北部炭鉱で

は職級に合わせて給与を支払った。最高位のレベル 10(base10）の炭鉱夫には

38.5フラン、レベル 9(base9）には 35.05フラン、レベル 8(base8）には 32.25

フランである27)。逆に言うと、日給によって職級、すなわち労働者の熟練度が

どのように評価されたのかを推測することができる。

年給を出勤日数で割り、日給を求め、さらに平均から全体を考察するため

に、中央値を求めた（図 2）。その結果、1925年以降、ポーランド人の方がフ

ランス人よりもわずかではあるが日給が高いことが判明した。すなわち、全体

を考察した限り、ポーランド人は給与において差別されていたとは言えない。

ではなぜこのような結果になったのか。それは、日給の最大値と最小値の

中に原因がある（図 3）。フランス人の最小値が 0に近い 1922年と 1935年は

不正確な記録による異常値と考えられる。これを除いても、ポーランド人の場

合、常に最小値がフランス人を上回っている。つまり、ある程度の熟練を積ん

だ労働者がフランス人と比べて多かった。そのため、中央値が高く出たのであ

る。これに対し、フランス人の最大値は 1928年 1930年 1932年に 60フラン

付近にまで達している。これらの個票データを再確認したところ、病気や怪我

による欠勤日があったことが確認された。これらの欠勤日を合わせて再計算す

ると、50フラン付近に落ち着く事例も確認された。このことから、最大値に

ついてはフランス人とポーランド人の間にこのグラフほど差はなかったと考え

られる。ただし、ポーランド人の個票データも同じ条件で算出したことから、
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図 2 　日給比較（中央値）
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出典：ANMT 1994 008 00002-53688 より筆者作成。

図 3 　ポーランド人とフランス人の日給の最大値と最小値
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出典：ANMT 1994 008 00002-53688 より筆者作成。
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最大値については、今後の検討課題の一つである。

次に出勤日数の比較を行う（表 6）。出勤日数は 1日であっても記録される

ため、日給とは評価方法が異なる。例えば、12月 31日に働きだした場合、そ

の年の出勤日は 1日となる。また、言うまでもなく出勤日数の多さが労働条件

の良さを示すわけではない。確かに、出勤日毎に基本給に能率給による加算が

行われるため、労働日数が多い方が年給は多くなる。当時労働法が制定され、

炭鉱での労働条件には注意が払われるようになったことから、1年中休みなく

働いたとは考えにくい。にもかかわらず、1920年代のフランス人にはそのよ

うな記録もある。記録ミスはもちろんあるだろうが、重要なのは職種と労働日

数がどのように関係しているのか、さらなる考察が必要である。そこで、以下

では特に 1930年代大恐慌期に注目したい。

大恐慌に見舞われたフランス炭鉱は、ポーランド人労働者の解雇には積極的

ではなかった。第一段階では労働日を減少させ、第二段階で採炭効率の低い坑

口を閉め、労働者を解雇するという方式をとった28)。このような状況の中で、

ノール県とパ・ド・カレ県の状況は異なる（表 5参照）。パ・ド・カレ県では

これまでの指摘通り、大量解雇が進む一方、ノール県ではむしろポーランド人

労働者が増加したのである。また、管理職への昇級も記録されている。これは

1節で確認した通り、1933年のオストリクール炭鉱会社のノール県への編入

が原因である。これにより、1933年のポーランド人労働者と坑内管理職が増

加した。

オストリクール炭鉱は 1932年 1933年ともに純産出量 123万トンの中規模

炭鉱会社であった。アニシュ炭鉱会社やアンザン炭鉱会社に比べると小規模で

あるが、ノール県ではオストリクール炭鉱はこの 2社に次ぐ 3位の採炭量で

ある（表 2参照）。オストリクール炭鉱の労働者数は、1933年に 4,859人であ

る。よって、ポーランド人労働者が 1933年に増加した理由の一つにはオスト

リクール炭鉱の労働者数が加えられたことである。

1932年と比べると、1933年にはフランス人は 1,588人、ポーランド人は

27) RdI, N 1928, pp.32-36.

28) Ponty, Janine［1988］pp.289-317.
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表 5 　ポーランド人労働者数の増減（1929, 1932, 1935, 1936 年）

出典：RdI, N, PdC, 1929-1936 より筆者作成。

2,522人増加した。オストリクール炭鉱会社を除いたノール県の炭鉱会社でも

人員削減が行われていたため、オストリクール炭鉱会社の編入によって増減

した労働人数の正確な数字はわからない。ただし、この増加数から考えると、

1933年に 4,859人の労働者がいたオストリクール炭鉱会社はポーランド人労

働者が非常に多かったといえよう。

1933年以降、大恐慌が本格化するにもかかわらず 1934年から 35年にかけ

て、坑内のポーランド人管理職は増加した。職員数も増減は激しいが、1936

年に最高値を記録した。これに対し、ポンティはポーランド人の坑内監督夫

（Porion）は名ばかりであったと指摘する29)。

確かに、多数のポーランド人は大恐慌期に様々な理由で解雇・送還された。

これは両県のポーランド人の減少から明らかである。ポンティによれば、単身

労働者はもちろんであるが、フランス国籍を取得した労働者、息子が炭鉱学校

に通う労働者であっても解雇されたという30)。しかし、その実態はまだ検証

されていない。

先に見たように、戦間期ポーランド人労働者全体としては日給では差別され

ていなかった。また、ノール県ではポーランド人労働者が増加し、昇進も確認

29) Ponty, Janine［1988］p.371-372.

30) Ponty, Janine［1988］pp.289-317.
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できた。ではポンティの指摘する名ばかりの坑内監督夫を含めたポーランド人

労働者の実態はいかなるものだったのだろうか。

まず、大恐慌期出勤日数を考察したい（表 6）。これを見ると、フランス人

の方がポーランド人を上回っている状況が続く。労働日が多ければ労働条件が

良いわけではない。しかし、日給を基本とする炭鉱業では、労働日数の減少は

給与の減少を意味する。ポーランド人の出勤日数が減ったということは、炭鉱

会社はフランス人よりポーランド人の労働日を削減することで、減産を行った

可能性がある。

次に、年給を見ると、やはりポーランド人の最高額がフランス人のそれに

届いていない期間は大恐慌期である。もちろん、悉皆調査を行えば、最高額に

達するポーランド人も出てくるであろう。ただし、今回の調査をかんがみると

1%程度と推測される。フランス人とポーランド人の年給の差を見れば、ポン

ティの指摘は正確であった。すなわち、離職しなかったポーランド人は熟練労

働者としての評価が行われていたものの、労働日数の調整により、年給を満額

受け取っていなかった。この点でフランス人とポーランド人の労働条件の平等

は未達成だったのである。

しかし、表 4と合わせて考察すると、大恐慌期に坑内労働者の数でポーラン

ド人がフランス人を上回ったことも注目に値する。1930年と 1936年の坑内

労働者数を比較すると、フランス人は 20％にあたる 3,500人、ポーランド人

は 12％に当たる 1,988人が減少した。採炭量の調整に直結する坑内労働者の

解雇はフランス人を中心に行われたのである。つまり、フランス人坑内労働者

は解雇された一方、ポーランド人坑内労働者は解雇されなかったが、労働日が

削減されたのである。労働日数、職種、解雇については労働者の熟練や採炭技

術の変化もあわせて考察する必要があるため、この点については今後の課題と

したい31)。

31) これについては、機械化と労働力についての別稿を設けたい。
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結語
本稿ではフランス北部のドゥーエ・グループに残された炭鉱労働者の個票

データから、戦間期フランス炭鉱業の状況を概観し、当時のポーランド人労働

者の実態把握の端緒とすることを試みた。

個票全体から考察すると、炭鉱会社はポーランド人労働者の熟練度について

は、正確に認識し、評価していた可能性が高いことを指摘できる。当時フラン

スでは職級と給与額が対応していた。このような条件において、ポーランド人

の平均日給はフランス人より高かった。つまり、ポーランド人労働者集団の方

がフランス人より多くの熟練労働者を抱えていたのである。当時ポーランド人

は熟練労働者でも、戸籍を理由に、フランス人の方が給与が高いという認識を

持っていた。しかしこの点については事実ではなく、炭鉱会社はフランス人も

ポーランド人も職級と給与の査定については平等に行ったと考えられる。

次に、検証したのは、大恐慌期に多くのポーランド人が解職、本国送還され

たという点である。この点については、実数の大きな減少が確認されるため、

否定することはできない。しかし、昇進と実数の変化は注目に値する。

先行研究において、この昇級は名目的なもので、実態と異なると指摘されて

いた。そこで、個票データ分析の全体的な傾向をみると、大恐慌期にポーラン

ド人の出勤日数と最高年給額がフランス人のそれらに比べて少ないことが明ら

かとなった。これは、炭鉱会社が景気に合わせた減産に、ポーランド人労働者

の解雇ではなく出勤日を減らすことによって対応したことを示している。すな

わち、フランス人に先んじてポーランド人に休暇をあてがうことで生産量を調

整したと考えられる。

ただし、坑内労働者数の変化でみると、ポーランド人よりフランス人の方が

大恐慌の影響を強く受けたことが判明した。この点は先行研究での認識と大き

く異なる。

本稿では大戦間期の北部炭鉱業におけるポーランド人労働者の実態につい

て明らかにすべく、標本調査とその分析を行った。ポーランド人労働者の就労

実態を客観的資料から明らかにすることに一定の成果があった。今後は職種や

採炭方法の変化を考慮に入れ、より厚みのある研究を目指していきたい。
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日本語文献

大井孝（2008）『欧州の国際関係 1919-1946 ─フランス外交の視角から』たちばな
出版。

ノワリエル、ジェラール（2015）大中一彌、川崎亜紀子、太田悠介訳『フランスと
いう坩堝： 一九世紀から二〇世紀の移民史』法政大学出版会。（原タイトル：Le
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